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Abstract: The present article aims to evaluate the new guideline for Japanese language teacher education issued by the

Bunkacho in 20∝). Although the new one has its own concept and curriculum framework different from the present one, I

investigated how much they overlap each other in content. In conclusion, both of them are much the same in content and the

present one will be radically restructured into the new one according to the new concept of I-teacher development -consciously

or unconsciously.

1.本論文の目的

文化庁は2000年3月に「日本語教員養成において

必要とされる新たな教育内容」を発表した。新教育

内容を現行の「日本語教員養成の標準的な教育内容」

(昭和60年)と比較して.新しい教育内容はどのような

特散を持っているか,内容的にはどの程度の差があ

るのか、質的にはどのような転換があるのか.につ

いて考察する.

2.現状と課題

昭和60年に文部省は日本語教育施策の推進に関す

る調査研究会報告　r日本語教員の養成等について』

を発表し、日本語教員養成を進めるに当たっての基

本的な方針(日本語教員養成のための標準的な教育

内容)が明らかにされた。

その後、国際化の進展と共に、国内外のE]本譜学

習者の増加に伴って学習ニーズが多様化し、日本語

教育を取り巻く状況が大きく変化してきた.国内に

おいては,就学生・留学生に加えて,定住及び長期

滞在を目指す外国人に対する適応教育としての日本

語教育、および彼らの子とも(幼児・児童)に対す

る学校教育における日本語教育(以下,学校日本語教育)

という新たな教育課題が出現してきている。
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他方、海外においては、国際交流基金(1998: ll)に

よれば,海外における日本語学習者の77.8%は学校

日本語教育が占めている。しかも、海外においても、

日本語学習者の低年齢化(中等教育段階から初等教

育段階に下りつつある)が進行している。

このような国内外の情勢に対応した新しい日本語

教師教育の課題として.次の5点を挙げることがで

きる.

(1)年少者に日本語を教える教師の養成

(2)学校日本語教育に通じた日本語教師の養成

(3)日本語を母語としない日本語教師の養成・再教育

(4)日本語教育の基礎的素養を持った各教科教師の養

成

(5)日本語の言語知識の専門的知識と言語技能を超え

た人間教育

第1点は,成人と年少者を区別した日本語教育を

行う必要があることである。

第2点は、一般日本語教育と学校日本語教育は違

うことを踏まえる必要があるということである。

第3点は.日本語母語話者の日本語教師と日本語

非母語話者の日本語教師を養成する仕方は違うとい

うことである。

第4点は.教科教育との接点を追及する日本語教

育と日本語教育との接点を模索する教科教育を担う

教師教育が必要であるということである.



最後は、教員養成から教師教育へ、さらに教師教

育から成長の発達へと転換する必要があるというこ

とである(縫部1988).

3.学校日本語教育と教員養成

日本語教育は、目的・ニーズの違いから,一般的

日本語(Japanese for General Purpose, JGP)の教

育と、特定の目的のための日本語(Japanese for

Specific Purposes, JSP)の教育に分けられる。学校

日本語教育は、 J SPの下位範鴫の1つであり、学

習のための日本語(Japanese for Academic Pur-

pose, JAP)と呼ばれる。

また、日本語が使われる言語環境によって、第2

言語(second language)としての日本語(JSL)と

外国語(foreign language)としての日本語　OFL

に分けられる.前者は生活言語としての日本語であり、

後者は学校カリキュラムの1教科として日本語を学

習する場合である。国内の帰国・入国児童生徒に対

する学校日本語教育はJSLとしてのJAPであり、中国

や韓国の高校で教えられる学校日本語教育はJFLとし

てのJAPである。

では、 JAPの観点から、日本語教員養成のための「新

しい教育内容」を分析し、考察する。まず、外国語

教師としての次の専門性は次の4項目に分けられて

いる。

(1)コミュニケーション能力

(2)言語に対する深い関心と鋭い言語感覚

(3)豊かな国際的感覚と人間性

(4)職業の専門性とその意義についての自覚と情熱

第1の「コミュニケーション能力」は、自己開示、

感情移入、他者受容,自他の相互交流、メッセージ

の発信と受信を総合的に処理する能力である。第2は、

母語と目標言語に対する興味・関心と言語認識のこ

とである。第3は、国際性、つまり異質なものに対

する寛容性と世界的な人間愛を含んでいる。第4は

教職意識、つまり教育に対する情熱や自覚・責任感

である。

次に、日本語教員の専門的能力については、次の

3項目が挙げられている。

(1)言語に関する知識・能力

(2)日本語の教授に関する知識・能力

(3)日本語教育の背景をなす事項についての知識・能

力

第1項目は言語、第2項目は教育、第3項目は文

化に関係している。従来重視してきた第1の項目に加

えて、 E]本語学習の成立のメカニズム(心理的別面).

日本語習得過程.日本語教授法・指導法というT,2

項目が一層重視される。第3項目は相対的には重視

されてこなかった日本文化理解・晃文化理解である.

4.新しい教育内容の特徴・方向性

新しい教育内容はその中核にコミュニケーション

を位置づけている.

「日本語教育とは広い意味で.コミュニケーショ

ンそのものであり.教授者と学習者とが固定的な関

係でなく,相互に学び、教えあう実際的なコミュニ

ケーション活動と考えられる。」 (『同書中』 9頁)

言語を中心に編成された現行の教育内容が新しい

教育内容においてはコミュニケーションという視点

から再編成されている。新ガイドラインにおけるカ

リキュラムの捉え方は不明であるが、本論では次の

ように考える.

Communicationという英語は、元来自己を「知ら

せる」という原義のラテン語Communicareを語源と

するa Commonやcommunityという英語も同じ語

源である。お互いが自己を開いて相手に知らせ、相

互に理解し合うことである。こうして、お互いが考

えていること(思考)、感じていること(感情)、してい

ること(行動)を分かち合う(common)ようになる。こ

れが「われわれ感情(Weイeelings)」であり、特定の

学習集団内の親密感と凝集性(community)が高まっ

てくる。これはアドラー心理学でいう「共同体感覚」

(アドラー1987,1997)に当たり、ホリスティック

教育におけるつながりの感覚、社会や他者との一体感、

愛や尊敬の感覚である(手塚1996: 118)

日本語でのコミュニケーションとは、実際の場面.

の中で自他の間で相互交流が行われ、自己にとって

真実で意味のあること(情意街域)を日本語で他者に伝

達し(認知街域)、自他の関係を築くこと(相互作用領域)

である(縫部2001)。この定義はコミュニケーショ

ンの人間学的解釈であり、これを「リアル・コミュ

ニケ-ション」と呼ぶ。リアル(real)とは「今ここ」
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に現存在することであり、あるがままの自己を認め、

あるがままに他者を受け入れるという関係性のこと

である.

この関係性を分析すると、 4つの学習領域が設定

される.すなわち、認知寂域(言語知識)、精神運動

領域(言語技能と詔吾運用能力)、情意領域(学習意欲

関心、態度、自己概念など)、相互作用街域(集団力学.

異文化間対人関係.教室風土)の4つである。

日本語教員養成カ'リキュラムの中核にコミュニケ

ーションを位置づけるという発想は新しく見えるが、

その定義によっては認知領域に偏重した従来の発想・

構想と基本的には変わらないことになる.学校教育

の観点から言えば、日本語教員養成の中核には第二

言語教育を通して達成される独自な「人間づくり(自

己実現)」という哲学を置くべきであり、そのための

方法論としてコミュニケ-ションが存在すると捉え

る(詳細は,縫部2000;縫部2001を参照).

では、このような立場から、新教育内容の分析を

行うことにする.新教育内容は次のように3領域5

区分に分けられている。 3範域とは、 (1)社会・文化

に関わる領域, (2)教育に関わる街域、 (3)言語に関わ

る街域である. 5区分は、 (1)社会・文化・地域、 (2)

言語と社会, (3)言語と心理、 (4)言語と教育、 (5)言語

である.領域間には明確な線引きは行わず、緩やか

な関係と捉えられている。

さらに、この3缶域間には優先順位は設けず、等

価の関係であるとされている。この点に集中して、

次のような批判が噴出している。

「-・「言語と教育」 「言語」という.今まで中心的に

扱われていたものの相対的な価値が下がった,とい

う印象を与えることになった。カリキュラムの運用

にあたって各校の自主性が大きく認められていると

は言え.その比重の置き方も自由であるならば.言

語と社会の分野に大変詳しく、言語と教育分野や文

法についてほとんど知らない日本語教師が生まれて

くる可能性がある。」 (日本語教員養成課程調査研究

委員会2001年: 18-19)

このような批判と危快の根拠である言語分野の柘

′トという批判に対して.水谷(2001: 4-5)は次のよう

に述べている。
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「- ・内容をより具体化した主要項目で見てみる

と包含する内容については、新しく加わったいくつ

かの事柄を除いてはあまり差はない。新しい主要項

目で使われていることばは包括性の高い上位の概念

でレベルが設定されており、その主要項目の下に期

待されているであろう細目項目に含まれる内容を想

定すれば、全体としてはやや拡大しているにすぎな

いということができる。言語そのものの扱い方が縮

小したと見るのは適切ではなく、区分の用語に「言

語と社会」 「言語と心理」などとあるように「言語」

が全体の基盤になっていると見るのが妥当である。

総合的な研究をすすめるた糾こは「日本語と社会」 「日

本語と心理」 「日本語と教育」といったより事実を把

握しやすい枠組みが用意されていることがより効率

的な成果への結びつきを招来するのではないだろうか。 」

つまり、 3領域5区分は「言語」に基づいた再編

成の新しい枠組みにすぎないというわけである.

なお、 3領域5区分の等価性に対する批判の根底

には、言語領域の縮′トと引き替えに、心理・晃文化

分野の導入に対する批判が見え隠れしている。これ

が事実であれば、このような偏見は日本語教育学を

破壊してしまうことに繋がる.

そこで、第二言語教育とその基礎科学・隣接諸科

学との関連性を共通認識しておく必要がある(詳細

は縫部(1978)を参照)。主要基礎科学として、 (1)哲学

(本質論.認識論)、 (2)教育学(教授原理)、 (3)言語

学(言語の体系)、 (4)心理学(学習論、情意性)、 (5)

生理学(習性・技能形成、記憶)が挙げられる。

第二言語教育と哲学との関連とは、人のあり方、

生き方、関わり方,及び認識形成の過程とメカニズ

ムの本質の解明にある。教育学との関連とは、教育

の本質(教育哲学)、教授原理(教授学)、カリキュ

ラム論,教員養成論を中核とする。言語学との関連

とは.言語一般.日本語学、社会言語学、神経言語学、

心理言語学の体系を教育の観点から捉えることである.

心理学との関連とは、第二言語習得のメカニズム、

学習成立のメカニズム、異文化心理や動機づけなど

の様々な情意的要因の解明にある。最後に、 (大脳)

生理学との関連とは、言語習慣形成、動的常同形、

第二次信号系統形成、長期記憶成立のメカニズムの

解明にある.

「日本語教員養成において必要とされる教育内容」



(2000)においては、主として,哲学関連は「社会・

文化・地域」領域に、教育学関連は「言語と教育」

龍城に、言語学関連は「言語」領域・ 「言語と心理」

領域・ 「言語と社会」領域に、心理学関連は「言語と

心理」領域に、生理学関連は「言語と心理」に、そ

れぞれ属している。新しい日本語教員養成は、コミ

ュニケーションを中核として、これらの多様な範域

とそこから生まれる多様な区分が有機的な関連を樹

立することを目指すべきである。

5.新旧教育内容の比較

新教育内容と現行の教育内容を比較して、言語領

域がどの程度縮小されているのかを調べてみる。 「新

教育内容」 (平成12年)の「区分」に現行の日本語教

育能力検定試験の「出題範囲(主要項目)」 (昭和60年)

を重ね合わせてみる.

まず. 「区分」毎の重なり度を調べてみる。これは

新しい教育内容の　r区分」に現行の出題範囲におけ

る「範域」の下位区分を当てはめたものであり、結

果は次の表1のようになる。

表1区分毎の分布

1.社会・文化・地域　　　　　3(4.3%)

2.言語と社会　　　　　　　　8(ll.4%)

3.言語と心理　　　　　　　　2( 2.9%)

4.言語と教育　　　　　　　21(30.0%)

5.言語　　　　　　　　　　36(51.4%)

表1によれば、現行の教育内容の「言語」に属する

項目は単独で過半数を占めている.さらに、言語領

域の内容は新しい教育内容の幾つかの「区分」に位

置づけられ、再編成されている。つまり.第1区分

を除いて、現行の「言語」区分が残りの4区分の基

盤をなしている。現行の言語領域は多少精選されて

いるが、全体的には縮小の幅は小さい。

さらに、新区分の下位区分まで下りて、新旧の教

育内容の詳細を比較する.ローマ数字は新教育内容

の区分(その後の数字は新旧の重なりの個数).算用数

字はその下位区分(その後の数字は同じく重なりの

個数)である。 [ ]内は新教育内容の下位項目の名称

である。

L社会・文化・地域<3>

1.世界と日本(2) [(1)諸外国・地域と日本(2)日

本の社会と文化]

(1) 「(日本事情)日本の歴史・地理」

(2) 「(日本事情)現代日本事情」

2.異文化接触(0) 【(1)異文化適応・調整(2)人口

の移動(3)児童生徒の文化問移動1

3.日本語教育の歴史と現状(1) [(1)日本語教育史

(2)B本譜教育と国語教育(3)言語政策(4)日本語

の教育哲学(5)日本語及び日本語教育に関する試

験(6)日本語教育事情]

(1) 「(日本語学史・日本語教育史)日本語教育史」

(注) 「新・日本語教育能力検定孟軌の「出題範囲」

には「4.日本語教員の資質・能力」という項目

が加えられている.

II.言語と社会<8>

1.言語と社会の関係(4) [(1)社会文化能力(2)言

語接触・言語管理(3)言語政策(4)各国の教育制度・

教育事情]

(1) 「(日本語学-文法・文体)言語生活と文体」

(2) 「(言語生活)第二言語としての言語生活」

(3) 「(社会言語学)言語使用・言語生活*」

(4) 「(社会言語学)言語政策・言語教育」

2.言語使用と社会(3) [(1)言語変種蝣(2)待遇・敬

意表現(3)言語・非言語行動(4)コミュニケーシ

ョン学]

(1) 「(社会言語学)言語変種」

(2) 「(社会言語学)言語使用・言語生活*」

(3) 「(社会言語学)場面と言語(敬語、男性語・女

性語、フォ-マル)」

3.コミュニケーションと社会(1) [(1)言語・文化

相対主義(2)二言語併用主義(3)多文化・多言語

主義(4)アイデンティティ]

(1) 「(社会言語学)媒体(手紙、電話.書き言葉と

話し言葉;マス・コミュニケーション、パ-ソナ

ルコミュニケーション)」

In言語と心理<2 >

1.言語理解の過程(1) [(1)予測・推測能力(2)読

話理解(3)記憶・視点(4)心理言語学・認知言語学]

(1) 「(教授法)言語教育と言語研究の関心(心理言語

学的観点を含む)*」

2.言語習得・発達(l) Kl)習得過程(2)中間言語

(3)二言語併用主義(3)ストラテジー(4)学習者
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タイプ]

(1) 「(教授法)習得過程」

3.異文化理解と心理(0) [(1)社会的技能・技術

(2)異文化受容(3)日本話教育†学習の韓意的側面

(4)日本語教育と障害者教育上

IV・言語と教育<2 1>

1.言語教育法・実習(18) (1)実践的知識・能力

(2)コースデザイン、カリキュラム編成(3)教授法

(4)評価法(5)教育実技(実習) (6)自己点検・授業

分析能力(7)誤用分析(8)教材分析・開発(9)戟

室・言語環境の設定(10)月的・対象別日本語教育

法]

(1) 「(教授法)日本語教育の目的・方法」

(2) 「(教授法)言語教育と言語研究の関心(心理言

語学的観点を含む) *」

(3) 「(教授法)外国語教授法」

(4) 「(教授法)日本語教育の基本語桑・基本漢字・

基本文型」

(5) 「(教授法)指導手順・カリキュラム作成」

(6) 「(教授法)練習指導技術」

(7) 「(教授法)技能別指導法」

(8) 「(教授法)対象別'・母語別指導法」

(9) 「(教授法)能力差・クラスサイズに対応する教

授法」

(10) 「(教授法)学習段階による指導法」

(ll) 「(教授法)揺削技術」

(12) r(評価法)評価の対象」

(13) 「(評価法)評価の目的と効果」

(14) 「(評価法)テストの作り方」

(15) 「(評価法)評価の方法」

(16) 「(評価法)結果の分析」

(17) f(実習)コース・デザイン」

(18) 「(実習)教案作成と教材選定」

2.異文化間教育・コミュニケーション教育(0)

[(1)異文化間教育・多文化間教育(2)国際・比較教

育(3)国際理解教育(4)コミュニケーション教育

(5)異文化受容訓練(6)言語間対照(7)学習者の権

利]

3一　言語教育とI占報(3) [(1)チ-夕処理(2)メディ

ア/情報技術活用能力(3)学習支援・促進者の養成

(4)教材開発・選択(5)知的所有権問題(6)教育工

学]

(1) f(教育教材・鞍異論)教材教具概論」
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(2) 「(教育教材・教具論)教材の具体的使用法」

(3) 「(教育教材・教具論)教育機器・教具」

V.言語<3 6>

(注) 「新・日本語教育能力検定試験」では「言言吾一般」

となっている。

1.言語の構造一般(3) 【(1)言語の類型(2)世界の

諸言語(3)一般言語学・日本語学・対照言語学]

(1) 「(日本語学)世界の中の日本語」

(2) 「(言語学概論)世界の言語」

(3) 「(言語学概論)各論(文法論、意味論、音韻論.

語嚢論.文字・表記論)」

2.日本語の構造(23) [(1)日本語の構造(2)音声・

音韻体系(3)形態・語桑体系(4)文法体系(5)意

味体系(6)語用論的規範(7)文字と表記(8)日本

語史]

(1) 「(日本語学・概論)日本語の特質」

(2) 「(日本語学一音声)音声器官と発音」

(3) 「(日本語学一昔声)単音レベル」

(4) 「(E]本語学-音声)音節レベル」

(5) 「(日本語学一音声)単語レベル」

(6) 「(日本語学一音声)文レベル・談話レベル」

(7) 「(日本語学一語桑・意味一語嚢)基本語嚢と基

礎語桑」

(8) 「(日本語学一請負-意味一語桑)語愛の類別」

(9) 「(日本語学一語愛・意味-語柔)語構成」

(10) 「(日本語学-語負・意味-語桑)辞書」

(ll) 「(日本語学-語桑・意味一意味)語の意味」

(12) 「(日本語学一語負・意味-意味)句の意味」

(13) 「(日本語学一語受・意味-意味)文の意味」

(14) 「(日本語学一語嚢・意味一意味)文章・談話の

意味」

(15) 「(日本語学一文法・文体)語・文節のレベル(品

詞など)」

(16) 「(日本語学-文法・文体)文のレベル」

(17) 「(日本語学一文法・文体)文章・談話のレベル」

(18) 「(日本語学-文字・表記)文字・記号の種類」

(19) 「(日本語学一文字・表記)文字・記号の使い方」

(20) 「(日本語学丁文字・表記)文字表記の選択」

(21) 「(日本語史)古代語と近・現代語」

(22) 「(日本語史)近・現代語の成立」

(23) 「(日本語学一文字・表記)文章の表記」

3.言語研究(7)

(注) 「新・日本語教育能力検定試験」において



は削除されている。

(1) 「(言語学概論)言語の本質」

(2) 「(言語学概論)言語の普遍性と個別性」

(3) 「(言語学概論)言語学と関連範域」

(4) 「(対照言語学)比較言語学・歴史言語学と対照

言語学」

(5) 「(対照言語学)言語体系と運用の対照」

(6) 「(対照言語学)言語行動・言語生活の対照」

(7) 「(日本語学史・日本語教育史)日本語学史」

4.ミュニケーション能力(3) Kl)受容・理解能力

(2)言語運用能力(3)社会文化能力(4)対人関係

能力(5)異文化調整能力]

(1) 「(言語生活)コミュニケーション」

(2) 「(言語生活)技能」

(3) 「(言語学概論)言語能力と言語使用」

「分析と考察」

新しい「区分」の中に旧教育内容の「主要項目」

が全て位置づけられる。古代語が落とされ、現代語

に焦点化されているが、基本的には言語分野はほぼ

新教育内容に受け継がれている。

次に、この対照表から、どの区分に重点が置かれ

ているか、どれが軽視・無視されてきたかを調べて

みる(表2)0

表2　新旧の区分毎の重なり度

1-1 2( 2.9)

1-2 0(0)

I-3 1(1.4)

Il 1 4(5.7)

II-2 3(4.3)

II-3 1(1.4)

III-1 1(1.4)

III-2 1(1.4)

III-3 0(0)

IV-1 18(25.7)

IV-2 0(0)

IV-3 3　4.3

V-1 3(4.3)

Ⅴ-2 23(32.9)

V-3 7(10.0)

V-4 3(4.3)

(注)ローマ数字は旧ガイドラインの区分.算用数字は

重なりの個数。 ( )内の数字は%。

表2によれば、重なり度の大きい順に並べると、

第1位がV-2 (言語関係)、第2位がIV-1 (教育関係)、

第3位がV-3 (言語関係)である。他の区分に属する

項目も大半は言語に絡んでいる。

これとは反対に、従来扱われていない項目はIl2、
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lIト3. IV-2である(0%).さらに.従来軽視されて

きた項目はIの区分. IIIの区分. IV-1を除くlVの区分

である。新しい教育内容の特徴は,これらの重複さ

れてこなかった「社会・文化・地域」 「言語と心理」 「異

文化理解」の教育に光を当てようとしている.

6.結語

新しい日本語教員養成ガイドラインに例示されて

いるように、自己概念.自尊感情、異文化間対人関

係訓練などが登場してきたということは.従来の応

用言語学的ガイドラインから脱皮して、新しく日本

語教育学的ガイドラインに転換しようという改革の

方向づけが読み取れる.本格的な日本語教員養成体

制を組めない大学はかつてない厳しい対応が迫られ

てくることになる。

大学日本語教員養成課程研究協議会(2002)によれば、

日本語教員養成課程を持っているのは私立大学が全

体の約76%を占めている(主専攻は全体の約26%.

副専攻は50%)。学部は文学部が最も多く(全体の

27.8%)、次いで外国語学部(全体の16.7%)が占め.

教員養成学部(教育学部)は第3位であった。副専攻課

程が全体の半数あり、しかも教育学部ではない一般

学部が全体の44.5%を占めている。

さらに.日本語教員養成課程の専任の担当教官は

大抵一人か二人しか貼り付けられていない。しかも、

必ずしも日本語教育学の専門家が位置づけられては

おらず、言語分野の専門家が圧倒的に多数を占めて

いる。新教育内容の新しい特徴である教育・心理・

異文化の各分野の導入・拡充はますます困難となっ

てくる.

厳しい言い方をすれば、新ガイドラインが各大学

の独自なカリキュラム編成を認めながら、反面本ガ

イドラインが定める基準に合わない大学は教員養成

課程という言葉が有名無実となってしまう恐れがある。

その場合、日本語教育に対する「教養」課程という

性格づけは残るが、新たに再編成ができない大学の

教員養成課程は自然淘汰される危険性が高くなる。

学科、学部、大学という小さい単位を越えて、他

学科・他学部および他大学との連携を模索しながら、

地域毎の大学内・大学間のネットワークを構築する

ことに活路を見出すのは1つの打開策であるが、そ

の際、教員養成を志向していない専攻、学科.学部



との連携は学問論理が異なることから生じる矛盾は

解決できない。

例えば.日本語教育のための日本語学(教育学部)と、

言語研究のための日本語学(文学部など)は同じものな

のか、日本語学と国語学は区別されているのか、と

いう根本的な問題提起が一層盛んになるであろう.

今回の新しい日本語教員養成ガイドラインの公示は、

日本語教育学をどのように構想し、構築するかとい

う学問論争まで引き起こすものである。
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